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令和４年度 産業労働部施策体系 
 

 

 

 

【 】…第４次山形県総合発展計画実施計画の施策番号 

 

 
 

(1) 学校教育の充実【１－１】 
     ① 社会の変化に対応して自立する力を伸ばす教育の充実  

      ② 高等教育、専門的職業教育の充実  

 

(2) 生涯を通じた多様な学びの機会の充実【１－２】 
       ③ 産業界や地域のニーズを踏まえた社会人の学び直しの促進  

 

 

(3) 若者の定着・回帰の促進【１－３】 
 ④  子どもの頃からの地域への愛着や理解の醸成  

 ⑤ 県内就業の促進  

 

(4) 国内外の様々な人材の呼び込み【１－４】 
 ⑥ 移住・定住の促進  

 ⑦ 「関係人口」の創出・拡大  

 ⑧ 外国人材の受入れ拡大  

 

 

 
 

 (5) ＩｏＴなどの先端技術の活用等による産業イノベーションの創出【３－１】 
 ⑨ 先端技術の活用等によるイノベーションの創出  

       ⑩ 成長期待分野におけるイノベーションの創出  

 ⑪ イノベーション創出のための環境づくり  

 ⑫ 新たな事業の創出をけん引する人材の育成・確保  

 ⑬ 起業家・スタートアップ企業の創出  

 

   (6) 地域産業の振興・活性化と中小企業等の成長・発展【３－２】 
 ⑭ 競争力のあるものづくり産業群の形成 

 ⑮ 地域をマーケットとして雇用創出と所得循環を担う産業の振興  

 ⑯ 広域的なマーケットの開拓 

 ⑰ 企業の持続的発展に必要な人材の確保、円滑な事業承継の促進 

 

 

 

 

 

次代を担い地域を支える人材の育成・確保【１】 

 
1 

高い付加価値を創出する産業経済の振興・活性化【３】 
 
2 

 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 
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(7) 総合的な少子化対策の新展開【４－５】 
 ⑱ 若い年齢での結婚の希望の実現を後押しする取組みの強化  

 ⑲ 出生数増加の鍵となる若者の定着・回帰の促進 【⑤の再掲】 

 ⑳ 子育てと仕事の両立に向けた取組みの強化  

 

 

 (8) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 

㉑ とりの多様な社会参加・就労の促進 

㉒ 外国人の受入環境の整備  

㉓ 多様な主体による社会的課題の解決に向けた取組みの促進  

㉔ 働き方改革の推進  

 
 

 
 

 (9) 国内外の活力を呼び込む多様で重層的な交通ネットワークの形成【５－２】 
㉕ 国際ネットワークの形成促進  

 

   (10) 地域の特性を活かし暮らしを支える活力ある圏域の形成【５－４】 
㉖ 魅力あるまちづくりの推進 

㉗ 県を超えた交流連携の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 
 
3 

 

未来に向けた発展基盤となる県土の整備・活用【５】 
 
4 
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令和４年度 産業労働部 主要事業 

 

 
 

(1) 学校教育の充実【１－１】 
 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

① 社会の変化に対応して自立する力を伸ばす教育の充実 
 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜多様な自己実現やスタートアップに必要となる力の育成＞ 

（課題） 

・新たなアイデアや意欲を持った若者が実際に事業を体験し、ノウハウを吸収することでビジ

ネスプランを構築・磨き上げ、着実な起業に結び付けることが必要 

・ＡＩなどのデジタル技術を活用して新しい価値を生み出す企業との交流により、起業家的素

養を培う機会が必要 

 

（対応） 

・事業ノウハウを習得する機会の提供を支援 

  ⇒民間が実施する起業家のマインドを醸成する取組みの側面支援を実施 

・ＡＩの基礎を学ぶ「やまがたＡＩ部」と県内ものづくり企業との連携 

  ⇒「やまがたＡＩ部」でＡＩの基礎を学ぶ高校生による、ものづくり企業の視察やＡＩ活

用方法などを検討するワークショップ等の実施 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

デジタルものづ

くり人材育成事

業 

4,791 

(4,791) 

新規 

見直し 

継続 

・「やまがたＡＩ部」でＡＩ技術の基礎

を学ぶ高校生による、ものづくり企

業の視察及びＩＴ関連企業での実習

や、ものづくり企業におけるＡＩ活

用方法などを検討するワークショッ

プ等の実施 

４ 

計 4,791 

(4,791) 

  
 

     
 

② 高等教育、専門的職業教育の充実  
 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜高等教育機関における高度で実践的・創造的な教育の展開＞ 

（課題） 

・ＩｏＴやＡＩなど先端技術を活用した生産性向上が求められているが、これらの技術に対応

できるＩＴ技術者の確保が必要 

 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 

次代を担い地域を支える人材の育成・確保【１】 １ 
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（対応） 

・ＩＴ技術者の育成 

⇒産業技術短期大学校におけるＩｏＴやＡＩなど先端技術に関する内容を取り入れた 

     訓練カリキュラムの充実 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

デジタル人材育

成スキルアップ

事業 

18,501 

(18,501) 

新規 

見直し 

継続 

・今後必要なデジタル技術（ＩＴ、ＡＩ、

ビッグデータ等）を利活用できる人

材を育成する研修の実施 

４ 

卓越技能者等表

彰事業費 

187 

(187) 

新規 

見直し 

継続 

・技能尊重の気運や技能水準の向上の

ため、優秀な技能者や職業能力開発

に功労のあった者を表彰 
４ 

産業技術短期大

学校施設設備整

備費 

31,637 

(29,801) 

新規 

見直し 

継続 

・産業技術短期大学校における実習機

器の整備 ４ 

産業技術短期大

学校産業技術専

攻科強化事業費 

1,908 

(2,977) 

新規 

見直し 

継続 

・産業技術短期大学校専攻科における、

特定専門分野に係る企業等在職者向

け訓練 

４ 

職業能力開発校

施設設備整備費 

9,866 

(3,951) 

新規 

見直し 

継続 

・職業能力開発校における実習機器の

整備 ４ 

向上訓練費 5,242 

(5,529) 

新規 

見直し 

継続 

・山形職業能力開発専門校等において

実施する民間企業の在職労働者を対

象とした職業訓練の実施 
４ 

地域連携技術力

強化事業費 

1,077 

(1,101) 

新規 

見直し 

継続 

・産業技術短期大学校等において実施

する民間企業の在職労働者を対象と

した職業訓練の実施等 
４ 

未来へつなぐも

のづくり技能振

興事業費 

4,530 

(4,530) 

新規 

見直し 

継続 

・技能五輪・アビリンピック全国大会に

出場する技能者の所属企業・団体等

における技能向上訓練経費等への一

部助成 

４ 

ものづくり産業

マネジメント人

材育成事業費 

1,310 

(1,310) 

新規 

見直し 

継続 

・中小企業の経営者等を対象とした事

業戦略やマネジメント理論等に関す

る研修の実施 
４ 

成長分野参入人

材育成事業費 

6,092 

(6,092) 

新規 

見直し 

継続 

・成長分野に進出する企業における生

産効率と現場リーダーの資質向上を

図る研修会の開催 

４ 

ものづくりスマ

ート化推進人材

育成事業費 

86,900 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

・県内ものづくり企業の在職者を対象

とした、現場における生産性向上の

実践に向けたロボット等の利活用に

係る人材育成研修会の実施 

４ 

職業能力開発協

会費 

58,992 

(67,249) 

新規 

見直し 

継続 

・山形県職業能力開発協会の管理運営

費に対する助成 

・技能検定の実施 

４ 

産業技術短期大

学校の管理運営 

206,045 

(206,576) 

新規 

見直し 

継続 

・県立産業技術短期大学校の管理運営、

入校生確保対策等 ４ 
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職業能力開発校

の管理運営 

19,505 

(18,805) 

新規 

見直し 

継続 

・職業能力開発専門校の管理運営等 

４ 

技術者養成事業

費 

6,136 

(6,330) 

新規 

見直し 

継続 

・県内企業における高度技術者養成研

修の実施 ４ 

計 457,928 

(372,939) 
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(2) 生涯を通じた多様な学びの機会の充実【１－２】 

 

  

目標指標 

職業訓練・自己啓発を行った者の割合（15歳以上）  

 

基準値（平成 29年）: 23.6% 

直近値（平成 29年）: 23.6% 

目標値（令和６年） : 25.3% 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

③ 産業界や地域のニーズを踏まえた社会人の学び直しの促進  
 

ＫＰＩ 

公共職業訓練（離職者訓練）の修了者における就職率 

 基準値（平成 30年度）： 68% 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 75% 75% 75% 75% 75% 

実績値 
68.4% 

(直近値) 
―    

  
 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜多様な学び直しの機会の創出＞ 

（課題） 

・離職者の就職を支援するため、民間訓練事業者を活用し様々な訓練をする一方、受講者の多

い事務系の業種に対する求人が低調のため、受講者の就職率が伸び悩み 

 

（対応） 

・多様な訓練の実施及び子育て等を機に離職した女性等の再就職に向けた離転職者訓練の充実 

・就職に有利な国家資格を取得可能なコースの新設 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

認定職業訓練施

設助成事業費 

71,571 

(71,878) 

新規 

見直し 

継続 

・認定職業訓練施設の運営及び施設設

備整備に対する支援 ４ 

離転職者職業訓

練事業費 

242,354 

(243,382) 

新規 

見直し 

継続 

・離転職者の早期再就職や障がい者の

就業を支援するための職業訓練の実

施 
４ 

就職氷河期世代

技能検定手数料

支援事業費 

1,820 

(1,820) 

新規 

見直し 

継続 

・就職氷河期世代の就業や雇用の安定

を促進するため、非正規雇用労働者

等が技能検定を受検する際の手数料

を支援 

４ 

計 315,745 

(317,080) 
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(3) 若者の定着・回帰の促進【１－３】 

 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

④ 子どもの頃からの地域への愛着や理解の醸成  
 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜児童生徒が地元の大人と関わりながら地域の魅力等について学ぶ機会の充実＞  

（課題） 

・大学等への進学予定者が県内企業や地域の産業情報に触れる機会が少なく、就職活動開始時

に県内企業が候補先から外れることが懸念 

・デジタル技術を学ぶ高校生に対し、高校や進学先の卒業後の地元定着を促すことが必要 

 

（対応） 

・進学予定の高校生に対し、県内企業の魅力や地域で働く意義を伝え、地域の産業界で働く意

識を醸成するため、進学校と連携し県内企業を知り、地域の産業を理解するための機会を創

出 

  ⇒高校生を対象とした企業経営者等による講演会などの開催 

・ＡＩ技術を学ぶ高校生を県内企業と結び付け、県内就職への意識を醸成 

  ⇒「やまがたＡＩ部」でＡＩの基礎を学ぶ高校生による、ものづくり企業の視察やＡＩ活

用方法などを検討するワークショップ等の実施（再掲） 

 

＜児童生徒や保護者に向けた山形暮らしのポジティブな情報・イメージの発信＞ 

（課題） 

・県内には、世界的又は全国的に有名な製品が数多くあるものの、子供たちは、身近で作られ

ているこれらのモノについて、また、山形のモノづくりの魅力について学ぶ機会が少ない状

況 

 

（対応） 

・情報発信の強化 

⇒「ヤマガタものづくりガイドブック」の活用や、県立職業能力開発施設による出前授業・

体験教室により、県内小中高生へ県内企業及びそこで実践されている生産技術の情報を

発信 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

人材確保・生産

性向上推進事業

費 

44,353 

(37,032) 

新規 

見直し 

継続 

・若者や女性、高齢者、障がい者等の多

様な人材と企業とのマッチング支

援、県内企業の生産性を向上するた

めのロボット技術者養成の強化 

８ 

県立職業能力開

発施設を活用し

た県内定着促進

事業 

3,376 

(3,376) 

新規 

見直し 

継続 

・中高生を対象に技術及び技能の魅力

を伝える実践的な出前授業・体験教

室を開催 
８ 
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デジタルものづ

くり人材育成事

業（再掲） 

4,791 

(4,791) 

新規 

見直し 

継続 

・「やまがたＡＩ部」でＡＩ技術の基礎

を学ぶ高校生による、ものづくり企

業の視察及びＩＴ関連企業での実習

や、ものづくり企業におけるＡＩ活

用方法などを検討するワークショッ

プ等の実施 

９ 

次世代ものづく

り人材育成促進

事業費 

6,088 

(6,596) 

新規 

見直し 

継続 

・次世代のものづくりを担う小中学生

向け県内企業啓発ガイドブックの作

成や、ものづくり企業の人材育成に

関するコーディネート 

８ 

計 58,608 

(51,795) 

  
 

    
 

⑤ 県内就業の促進  
 

ＫＰＩ 

県内新規高卒者の県内就職割合 

 基準値（平成 30年度）： 77.9% 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 79.3% 80.0% 80.6% 81.3% 82.0% 

実績値 
80.0% 

(R3.3 月卒) 

(直近値) 

―    

県内大学・短期大学等卒業者の県内就職割合 

 基準値（平成 30年度）： 36.1% 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 37.4% 38.1% 38.7% 39.4% 40.0% 

実績値 37.4% 36.2%    

就職支援サイトのアクセス件数 （セッション） 

 基準値（平成 30年度）： 49,434件 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 50,000件 50,500件 51,000件 51,500件 52,000件 

実績値 76,462件 103,116件    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜学生目線に立った訴求力のある情報の発信＞ 

（課題） 

・県内企業において学生への訴求力を高めて採用力を強化するための支援が必要 

・学生と年齢の近い若手社員から会社のリアルな情報を聞くことが重要 

・県内で就職先を探す際の企業の検索方法や、自己分析の重要性等を学ぶ機会の提供が必要 

・大学１・２年生など早い時期から企業とつながる機会が必要 

 

（対応） 

・新卒者等の採用に向けた新たな取組みを行う県内の中小企業・小規模事業者を支援 
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  ⇒山形県中小企業採用活動支援事業費補助金による助成 

・概ね採用から５年程度の県内企業の若手社員と学生等の本音トークを開催（オンライン） 

・学生生活・就職活動等で学生が興味を持つテーマでの知見提供（講義）とそれに関するトー

クセッションを開催（オンライン） 

・女子学生に、県内企業に自分の専門性を活かせる企業があることを知ってもらうため、文系・

理系別・専門科目別に、学んだ知識を活かせる職種を有する県内企業を紹介する職種図鑑を

作成し、県内大学等の１年生、２年生（全員）に冊子で配布するとともに、県ホームページ

で情報発信 

・女子学生を対象とした企業訪問バスツアーの開催 

 

＜県外進学者等に対する継続的な情報発信＞ 

（課題） 

・県外の大学等に進学する学生に対し、県内企業の情報を発信することが必要 

・新型コロナのまん延状況に対応した情報発信が必要 

 

（対応） 

・県外の大学等に進学した学生に対する就職ガイダンス等の情報を発信するほか、県内企業の

合同説明会を、新型コロナの状況を注視しながら首都圏又はオンラインで実施 

 

＜県内企業におけるインターンシップの受入れ促進＞ 

（課題） 

・インターンシップの取組みの熟度に差があるため、熟度に応じた支援が必要 

 

（対応） 

・従来実施してきた企業向けセミナーを廃止し、インターンシップ受入支援のフォローアップ

などを実施 

 

＜大卒者等の専門・高度な知識や能力を活かせる就業の場の拡大＞ 

（課題） 

・大学、高等専門学校の卒業者の大部分が県外に就職 

 

（対応） 

・企業誘致活動の推進 

⇒若者や女性、Ｕターン者、大卒者等の受け皿となる企業の本社機能・研究開発機能やソ

フト産業（ソフトウェア業やデザイン業等）等に対する積極的な誘致活動の展開 

 

＜若者や女性等の志向に応じた就業の場の拡大＞ 

（課題） 

・コロナ禍にあって、商店街の活性化が停滞しており、リモートなどによる新たな仕組みの構

築やｅコマースなどの積極的活用が必要 

・コロナ禍にあっても、まちづくりに取り組んでいる若者や女性もおり、引き続き意識啓発が

必要 

 

（対応） 

・市町村が実施する、これからの商店街やまちづくりを担う若者の人材育成や参加者同士のネ

ットワークの形成を図る事業への支援 

 

＜良質な就業環境づくり＞ 

（課題） 

・非正規雇用労働者の正社員化や同一労働同一賃金の実現による非正規雇用労働者の処遇改善

が必要 
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・新卒者等の早期離職を防止し、職場に定着する支援が必要 

 

（対応） 

・正社員化や処遇改善、特に女性の正社員化や賃金向上に向けた支援の充実 

  ⇒非正規雇用労働者の正社員化や賃金引上げを行った事業者に対する支援金の支給 

・新卒者等の早期離職を防止するため、新卒者等と先輩職員との交流会等を実施 

 

＜若者や女性の新しい感性に基づく多様な創業の促進＞ 

（課題） 

・若者や女性のアイデアを磨き上げ、ビジネスプランの作成や事業化に結び付けていくことが

必要 

 

（対応） 

・若者や女性の創業希望者が相談しやすい環境の整備 

  ⇒起業・創業支援のワンストップ窓口と県内外の起業家と交流ができるコワーキングスペ

ースを設置 

 

＜首都圏等からのＵＩターン就職の促進＞ 

（課題） 

・就職活動準備前の学生にアプローチし、早期から山形県に興味・関心をもってもらうことが

必要 

・少子化や大学生を中心とした若者の県外流出等による人口減少が続いており、県内企業の人

材確保が困難 

 

（対応） 

・大学１～３年生を対象とした合同企業説明会などを開催 

・市町村や産業界との連携による地域を挙げた県内就職支援の展開 

  ⇒本県の将来の担い手となる若者の県内回帰・定着を促進するため、市町村・産業界と連

携した奨学金返還支援の実施 

 

＜県内企業における雇用の維持＞ 

（課題） 

・新型コロナの感染拡大により苦境にある県内企業が雇用を維持するための支援が必要 

 

（対応） 

・雇用シェアの取組みの相談や雇用関係の助成金の申請相談・手続きに関する指導・助言を行

う「山形県相談窓口」を設置し、雇用維持を図る県内企業を支援 
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【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

人材確保・生

産性向上推進

事業費（再

掲） 

44,353 

(37,032) 

新規 

見直し 

継続 

・若者や女性、高齢者、障がい者等の多

様な人材と企業とのマッチング支

援、県内企業の生産性を向上するた

めのロボット技術者養成の強化 

８ 

山形の未来を

担う産業人材

創出事業費 

28,091 

(28,291) 

新規 

見直し 

継続 

・将来の山形の産業を担う子ども達の

育成に向けた少年少女発明クラブへ

の活動支援、コワーキングスペース

のネットワーク化、本県産業に活力

を生み出すスタートアップ（創業）人

材の育成、県内企業の採用活動の人

材確保策に対する支援等 

９ 

中小企業採用

活動支援事業 

8,696 

(8,896) 

新規 

見直し 

継続 

・採用に向けて新たな取組みを行う中

小企業に対する支援 ８ 

創業支援セン

ター設置事業 

33,582 

(34,686) 

新規 

見直し 

継続 

・霞城セントラルに開設した「スタート

アップステーション・ジョージ山形」

の運営 
８ 

新卒学生向け

合同企業説明

会実施事業 

7,229 

(8,099) 

新規 

見直し 

継続 

・大学１～３年生等を対象とした合同

企業説明会の開催等 ８ 

やまがた就職

促進奨学金返

還支援事業 

266,850 

(280,017) 

新規 

見直し 

継続 

・本県の将来の担い手となる若者の県

内定着・回帰を図るため奨学金の返

還を支援 

８ 

創業者・小規

模事業者総合

応援事業費 

59,420 

(59,420) 

新規 

見直し 

継続 

・女性、ＵＩターン希望者、新型コロナ

の影響を受けたリスタート希望者な

どによる創業の促進、小規模事業者

の経営基盤強化への支援 

８ 

企業投資支援

事業費 

3,172 

(1,982) 

新規 

見直し 

継続 

・首都圏等の企業に対し、本県の投資環

境等を PRするセミナーの開催 ８ 

企業誘致連携

強化推進事業

費 

2,950 

(2,150) 

新規 

見直し 

継続 

・関係機関等との連携による効率的な

企業誘致の推進 ８ 

企業誘致活動

促進事業費 

7,393 

(5,961) 

新規 

見直し 

継続 

・本県の強みを活かせる分野等での積

極的な誘致活動の展開、誘致企業へ

のフォローアップ 

８ 

企業立地促進

事業費 

2,155,902 

(2,051,796) 

新規 

見直し 

継続 

・県外から新たに進出する企業及び県

内企業（製造業、ソフトウェア業、デ

ザイン業等）による設備投資等への

支援 

８ 

賑わいのある

商店街づくり

推進事業費 

6,731 

(4,012) 

新規 

見直し 

継続 

・中心市街地・商店街の活性化に向けた

取組みに対する市町村と連携した支

援 

８ 

若年者ＵＩタ

ーン人材確保

対策事業費 

11,126 

(11,283) 

新規 

見直し 

継続 

・首都圏などに住む若者等に対する就

職相談や県内企業情報の提供等 ８ 
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県内定着・回

帰促進事業費 

14,178 

(16,601) 

新規 

見直し 

継続 

・若者の県内定着・回帰に向けた就職情

報サイトの運営、関係機関や首都圏

の大学等と連携した地方創生インタ

ーンシップの推進、新卒者等の早期

離職防止に向けた交流会等の実施等 

８ 

女性の賃金向

上推進事業費 

67,115 

(120,370) 

新規 

見直し 

継続 

・非正規雇用労働者の賃金引上げ及び

正社員転換に対する支援金の支給、

学生と若手社員の本音トーク、女子

学生向け職種図鑑の作成、企業訪問

バスツアーの開催等 

８ 

雇用調整助成

金活用支援事

業費 

41,516 

(228,941) 

新規 

見直し 

継続 

・雇用関係助成金の総合相談窓口の開

設や雇用シェアの普及のためのセミ

ナーの開催 

８ 

計 2,758,304 

(2,899,537) 
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(4) 国内外の様々な人材の呼び込み【１－４】 

 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑥ 移住・定住の促進  
 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜生活面・就業面の支援の強化＞ 

（課題） 

・少子化や大学生を中心とした若者の県外流出等による人口減少が続いており、県内企業の人

材確保が困難（再掲） 

 

（対応） 

・市町村や産業界との連携による地域を挙げた県内就職支援の展開（再掲） 

  ⇒本県の将来の担い手となる若者の県内回帰・定着を促進するため、市町村・産業界と連

携した奨学金返還支援の実施（再掲） 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

やまがた就職促

進奨学金返還支

援事業（再掲） 

266,850 

(280,017) 

新規 

見直し 

継続 

・本県の将来の担い手となる若者の県

内定着・回帰を図るため奨学金の返

還を支援 
８ 

計 266,850 

(280,017) 

  
 

     
 

⑦ 「関係人口」の創出・拡大  
 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜本県との関わりの創出・拡大＞ 

（課題） 

・企業の成長戦略を実現するために有効となる副業・兼業人材の活用について、県内企業の理

解促進を図ることが必要 

・これまでも｢山形心のふるさと県民｣認定制度を通して本県との関わりを継続する機会を提供

してきたが、コロナ禍により停滞している関係人口の拡大につなげるため、来県を促すよう

な機会の提供が必要 

 

（対応） 

・県内企業における副業・兼業人材活用のための周知の強化 

  ⇒コロナ禍における副業・兼業の有用性などの周知について、企業訪問やチラシ作成など

により実施 

・山形応援寄付金（ふるさと納税）を通した県産品の販路拡大 

  ⇒｢山形心のふるさと県民｣を対象とした返礼品モニター募集について、体験型に限定し、

寄附者と本県のつながりを強化するとともに、体験型返礼品の需要を喚起 
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【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

プロフェッショ

ナル人材戦略推

進事業費 

36,070 

 (36,070) 

新規 

見直し 

継続 

・県内企業の成長戦略を実現するプロ

フェッショナル人材及び副業・兼業

人材のニーズの掘り起こし、企業と

のマッチング支援、人材受入れ企業

への紹介手数料及び副業・兼業人材

の旅費助成 

８ 

山形応援寄付金

受入事業費 

1,301,440 

(1,008,580) 

新規 

見直し 

継続 

・山形応援寄付金(ふるさと納税)を通

した県産品の知名度向上と販路拡

大 

８ 

計 1,337,510 

(1,044,650) 

  
 

     
 

⑧ 外国人材の受入れ拡大  
 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜留学生等の受入れから定着までの総合的な支援＞ 

（課題） 

・県内大学等の留学生が、本県の魅力や県内企業の技術力等に触れ、就職先として強く関心を

持ってもらうことが必要 

 

（対応） 

・県内大学等の留学生を対象に、大学等と連携して、県内企業への訪問や企業説明会など県内

企業との接点を設けながら、留学生と県内企業とのマッチング支援を実施（新型コロナウイ

ルスの状況によっては、オンラインによる説明会の実施も検討） 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

海外事業展開戦

略事業費 

2,624 

(2,874) 

新規 

見直し 

継続 

・県内大学等の留学生を対象とする企

業見学会等の開催 ８ 

計 2,624 

(2,874) 
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(5) ＩｏＴなどの先端技術の活用等による産業イノベーションの創出【３－１】 

 

  

目標指標 

製造業従事者一人当たり 付加価値額 

 

基準値（平成29年）：1,133万円 

直近値（令和元年）：1,067万円 

目標値（令和６年）：1,400万円 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

⑨ 先端技術の活用等によるイノベーションの創出  
 

ＫＰＩ 

ＩｏＴイノベーションセンターの利用件数 

 基準値（年度）： ― 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 3,000件 5,000件 6,000件 6,000件 6,000件 

実績値 3,239件 5,711件    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜先端技術を活用した新たな製品・サービス創出する支援機能の強化＞ 

（課題） 

・ＩｏＴ・ＡＩ分野において新規参入を支援する取組みが必要 

・ＡＩなどのデジタル技術を活用して新しい価値を生み出すデジタルトランスフォーメーショ

ンを推進するため、次世代ものづくり人材の育成が必要 

 

（対応） 

・製品開発拠点の整備や技術支援 

  ⇒ＩｏＴイノベーションセンターの更なる活用 

  ⇒工業技術センターによる技術支援 

・ＡＩ導入支援の充実 

  ⇒ＩＴコーディネータの養成及びＡＩ活用アドバイザーの派遣 

・ＡＩの基礎を学ぶ「やまがたＡＩ部」と県内ものづくり企業との連携（再掲） 

  ⇒「やまがたＡＩ部」でＡＩの基礎を学ぶ高校生による、ものづくり企業の視察やＡＩ活

用方法などを検討するワークショップ等の実施（再掲） 

 

＜新たな価値を生み出すネットワークづくり・プロジェクト化の推進＞ 

（課題） 

・県内企業の市場競争力強化が必要 

 

（対応） 

・産学官連携による製品化・事業化の推進 

  ⇒産学官連携コーディネーターによるマッチングの強化 

  ⇒工業技術センターによる製品化支援 

 

高い付加価値を創出する産業経済の振興・活性化【３】 ２ 
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＜企業の生産性向上（プロセスイノベーション）の促進＞ 

（課題） 

・県内中小企業へのＩｏＴ等の普及を推進するため、県内企業が抱える活用や導入のノウハウ

の不足を解消する支援が必要 

・ポストコロナを見据えて、県内中小企業・小規模事業者の経営力等のパワーアップによる県

内経済の活性化を図ることが必要 

 

（対応） 

・ＩｏＴ等の活用や導入の推進に必要な知識を持つ人材の派遣や育成等のきめ細かな支援 

⇒ロボット活用人材育成研修の実施 

⇒産学官連携シニアコーディネータ（IoT）の活用 

・普及啓発活動の継続 

  ⇒セミナー開催やＩｏＴ等活用モデル事例の周知 

・ポストコロナに向けた中小企業のデジタル化などのイノベーション創出支援 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

人材確保・生

産性向上推進

事業費（再

掲） 

44,353 

(37,032) 

新規 

見直し 

継続 

・若者や女性、高齢者、障がい者等の

多様な人材と企業とのマッチング

支援、県内企業の生産性を向上する

ためのロボット技術者養成の強化 

９ 

ポストコロナ

中小企業パワ

ーアップ事業

費（基金事業

含む） 

597,163 

(253,788) 

新規 

見直し 

継続 

・中小企業等が行うデジタル化や脱炭

素化、新分野展開、事業・業態転換

など経営力強化への取組みに対す

る「中小企業パワーアップ補助金」

による支援、中小企業等の経営改善

に向けた伴走型の支援、県内で活躍

するデジタルものづくり人材の育

成による県内企業のＡＩ活用の促

進等 

９ 

デジタルもの

づくり人材育

成事業（再

掲） 

4,791 

(4,791) 

新規 

見直し 

継続 

・「やまがたＡＩ部」でＡＩ技術の基礎

を学ぶ高校生による、ものづくり企

業の視察及びＩＴ関連企業での実

習や、ものづくり企業におけるＡＩ

活用方法などを検討するワークシ

ョップ等の実施 

９ 

商工業振興資

金融資事業費 

113,213,033 

(123,554,067) 

新規 

見直し 

継続 

・中小企業者の経営の安定と競争力の

強化のため商工業振興資金融資制

度の運営 

・取扱金融機関への原資貸付 

８ 

ものづくり産

業新活力創出

事業費 

48,297 

(45,513) 

新規 

見直し 

継続 

・新型コロナの影響等を踏まえたオン

ライン商談等による取引拡大支援

や販路開拓を強化するための展示

会出展への支援、医療、ロボット、

環境・エネルギーなどの成長期待分

野への進出支援 

８ 

情報サービス

産業振興事業

費 

5,022 

(7,502) 

新規 

見直し 

継続 

・「山形県ＩｏＴ推進ラボ」などを通じ

た県内企業へのＩｏＴ等の導入促

進、ＡＩアドバイザーの派遣、ＩＴ

９ 

うち 2補 455,701 

基金    50,000 
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コーディネーターの育成 

自動車キーテ

クノロジー支

援研究開発事

業費 

6,644 

(4,685) 

新規 

見直し 

継続 

・自動車製造に係る新技術の研究開発 

９ 

環境・エネル

ギー関連技術

研究開発事業

費 

7,810 

(6,228) 

新規 

見直し 

継続 

・エネルギー関連技術や環境負荷低減

に寄与する技術の研究開発 
９ 

やまがたフー

ドセンシング

活用事業費 

9,612 

(11,206) 

新規 

見直し 

継続 

・各種分析などのセンシング技術を活

用した県産農産物等の特徴や機能

性を活かした新たな加工食品の研

究開発 

９ 

ロボット応用

システム開発

事業費 

718 

(2,829) 

新規 

見直し 

継続 

・製造現場等におけるロボット応用に

関する研究や、ロボットに搭載する

各種センサーの研究開発 
９ 

医療ものづく

り技術開発事

業費 

1,827 

(4,389) 

新規 

見直し 

継続 

・医療分野向けの検査装置や新たなセ

ンサー製造技術の研究開発 ９ 

工業技術セン

ター試験研究

費 

132,693 

(123,575) 

新規 

見直し 

継続 

・県内企業の技術的課題に対応した共

同研究や受託試験などによる技術

支援の実施 

９ 

計 114,071,963 

(124,055,605) 

  
 

     
 

⑩ 成長期待分野におけるイノベーションの創出  
 

ＫＰＩ 

有機エレクトロニクス分野における県内企業との共同研究等実施件数 

 基準値（平成 30年度）： 18件 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 20件 21件 22件 23件 24件 

実績値 22件 10件    

慶應先端研と県内企業等との共同研究等実施件数 

 基準値（平成 30年度）： 19件 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 22件 23件 24件 25件 26件 

実績値 19件 24件    

成長期待分野に新たに参入する県内企業数(累計) 

 基準値（平成 30年度）： 187件 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 197件 207件 217件 227件 237件 

実績値 240件 270件    
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【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜成長が期待される分野への参入促進＞ 

（課題） 

・徹底した生産性の向上を図りながら、安定的に高い付加価値を生み出せる分野等への参入・

取引拡大の促進が必要 

・新型コロナの影響下にあっても、県内企業が大企業との新たな取引を獲得していくための支

援が必要 

・オンラインを活用した新たな営業手法が広まっており、受注の機会を逃すことのないよう、

本県企業における新たな営業手法の習得に対する支援が必要 

・自動車業界全体が次世代自動車への転換に大きく動いている中、県内関連企業における次世

代自動車関連部品への転換が急務 

 

（対応） 

・県内製造業の成長期待分野への参入と事業の再構築を支援 

  ⇒製品開発に対する助成、技術支援や生産現場改善支援等 

・大企業と県内企業による需要の高い分野における製品化・事業化を支援 

  ⇒大企業等からの製品化・事業化ニーズの収集及び県内企業とのマッチング等 

・オンラインを活用した新たな営業方法による取引拡大を支援 

  ⇒オンライン商談やオンライン展示会、ＳＮＳやＨＰを活用した営業に対する支援等 

・県内企業の次世代自動車関連産業への参入を支援 

  ⇒プロジェクト推進体制の構築、共同研究事業による新技術・新製品の開発支援等 

 

＜世界最先端技術を活かした事業化の促進＞ 

（課題） 

・有機ＥＬ照明製品の市場における地位確立と普及拡大 

・有機ＥＬディスプレイ分野における事業化に取り組む中核企業の地域定着 

・山形大学が世界に誇る有機エレクトロニクス分野の研究シーズの事業化 

・世界最先端のメタボローム研究拠点としての優位性を活かした産業集積及び県内企業による

慶應先端研の研究成果の一層の活用促進 

 

（対応） 

・有機ＥＬ照明分野における製品開発への支援と有機ＥＬディスプレイ分野における中核企業

の量産化事業立上げ支援、有機エレクトロニクス分野における山形大学と県内企業による共

同研究への支援 

  ⇒量産化等支援事業及び山形大学との共同開発支援事業の実施 

  ⇒八幡原事業化実証施設の運営 

  ⇒産学官連携コーディネータの活用 

・慶應先端研の成果の波及拡大のための体制強化 

  ⇒協定に基づく慶應先端研の受け入れ体制の整備 

  ⇒県内企業とのマッチング及び慶應先端研発ベンチャーの事業化に対する支援 

・構造タンパク質素材の事業化促進 

 ⇒慶應先端研発ベンチャーによる構造タンパク質素材の事業化の促進及び同社を核とし

たバイオ関連産業の振興 

・国立がん研究センター鶴岡連携研究拠点の運営支援 

  ⇒国立がん研究センター鶴岡連携研究拠点に係る第２期協定に基づく同拠点の研究開発

の推進支援 

・慶應先端研発ベンチャー企業等における研究開発の加速 

⇒県内企業と連携した慶應先端研発ベンチャー企業等が取り組む販路開拓等に対する支

援 
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＜ＳＤＧｓの考えを取り入れた新たなビジネス創出の促進＞ 

（課題） 

・大企業による「ＳＤＧｓ経営」の取組みや大学等における理念教育等の動きが拡大している

一方で、中小企業・小規模事業者においては、全国的に認知度の向上や対応が進んでいない

状況 

 

（対応） 

・県内企業の「ＳＤＧｓ経営」の普及・実践拡大に向け、企業のＳＤＧｓを取り入れた経営戦

略策定への支援 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

人材確保・生産

性向上推進事業

費（再掲） 

44,353 

(37,032) 

新規 

見直し 

継続 

・若者や女性、高齢者、障がい者等の

多様な人材と企業とのマッチング

支援、県内企業の生産性を向上する

ためのロボット技術者養成の強化 

９ 

自動車航空機・

ＤＸ・脱炭素化

関連設備貸与事

業費 

91,595 

(88,523) 

新規 

見直し 

継続 

・(公財)山形県企業振興公社が実施

する自動車航空機分野での取引拡

大、DX推進・脱炭素化に取り組む県

内企業を対象とした設備貸与事業

に対する原資貸付 

８ 

先端生命科学研

究所教育研究支

援事業費 

350,100 

(350,899) 

新規 

見直し 

継続 

・慶應義塾大学先端生命科学研究所

における研究教育活動への支援 ８ 

バイオクラスタ

ー形成促進事業

費 

51,110 

(51,561) 

新規 

見直し 

継続 

・慶應義塾大学先端生命科学研究所

の研究成果を活用した県内企業に

よる事業化の促進、構造タンパク質

素材関連産業の集積及びバイオ関

連産業の事業拡大に向け行う販路

開拓等に対する支援・成長に向けた

支援 

８ 

がんメタボロー

ム研究開発促進

事業費 

96,727 

(107,082) 

新規 

見直し 

継続 

・国立がん研究センターと慶應義塾

大学先端生命科学研究所が連携し

て実施するがんメタボローム研究

への支援 

８ 

次世代自動車参

入促進プロジェ

クト事業費 

11,437 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

・県内企業の次世代自動車関連産業

への参入促進のためのプロジェク

ト推進体制の構築、新技術・新製品

の開発支援等 

８ 

中小企業取引支

援対策事業費 

8,368 

(10,130) 

新規 

見直し 

継続 

・取引あっせんや商談会（web商談会

含む）開催等による中小企業の取引

拡大への支援 
８ 

中小企業販路開

拓促進事業費 

31,841 

(23,987) 

新規 

見直し 

継続 

・全国規模の展示商談会への出展や、

県内に取引推進員、首都圏に発注開

拓推進員を配置し、県内企業の販路

開拓支援を行うほか、企業グループ

が共同受注を行うための経費を助

成 

８ 
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自動車関連産業

集積促進事業費 

15,887 

(19,232) 

新規 

見直し 

継続 

・県内企業の取引拡大に向けた商談

会の開催、自動車メーカーＯＢによ

る県内企業への個別指導、次世代自

動車技術への対応等 

８ 

ものづくり産業

新活力創出事業

費（再掲） 

48,297 

(45,513) 

新規 

見直し 

継続 

・新型コロナの影響等を踏まえたオ

ンライン商談等による取引拡大支

援や販路開拓を強化するための展

示会出展への支援、医療、ロボット、

環境・エネルギーなどの成長期待分

野への進出支援 

８ 

有機エレクトロ

ニクス関連産業

集積促進事業費 

84,690 

(80,190) 

新規 

見直し 

継続 

・有機ＥＬ（ディスプレイや照明）分

野への参入のための実証と事業化

の支援、有機エレクトロニクス分野

における共同研究や製品開発の促

進 

９ 

計 834,405 

(814,149) 

  
 

     
 

⑪ イノベーション創出のための環境づくり  
 

ＫＰＩ 

コワーキングスペースを活用した新規事業創出件数 

 基準値（年度）： ― 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 １件 ３件 ５件 ５件 ５件 

実績値 ０件 ２件    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜オープンイノベーションを育む交流の推進＞ 

（課題） 

・県内のコワーキングスペースは、大都市に比べ会員数が少なく、創業者間の交流による事業

の拡大やビジネスチャンス、必要な助言等を得られる機会が少ない状況 

 

（対応） 

・県内コワーキングスペースを webで常時接続することで、バーチャルコワーキングを形成 

  ⇒特色のあるコワーキングスペースつなぐことにより、首都圏の大規模なコワーキングス

ペースで得られるような多種多様な人と人のつながりを構築 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

山形の未来を担

う産業人材創出

事業費（再掲） 

28,091 

(28,291) 

新規 

見直し 

継続 

・将来の山形の産業を担う子ども達

の育成に向けた少年少女発明クラ

ブへの活動支援、コワーキングスペ

ースのネットワーク化、本県産業に

活力を生み出すスタートアップ（創

業）人材の育成、県内企業の採用活

動の人材確保策に対する支援等 

９ 
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創業支援センタ

ー設置事業（再

掲） 

33,582 

(34,686) 

新規 

見直し 

継続 

・霞城セントラルに開設した「スター

トアップステーション・ジョージ山

形」の運営 
８ 

計 61,673 

(62,977) 

  
 

     
 

⑫ 新たな事業の創出をけん引する人材の育成・確保  

 

ＫＰＩ 

プロフェッショナル人材戦略拠点によるマッチング件数 （累計） 

 基準値（令和元年度）： 173件 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 225件 277件 
329件 

(492件) 

329件 

(492件) 

329件 

(492件) 

実績値 322件 422件    

 ※ 括弧書きは、第４次山形県総合発展計画実施計画に掲げた指標を上回る独自の指標 

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜高い付加価値を生み出すことができる人材の育成・確保＞ 

（課題） 

・県内企業において、プロ人材の活用や理解を広げるため、人材紹介事業に参入している地方

銀行との連携を強化し活用を促進していくことが必要 

 

（対応） 

・金融機関との連携強化 

⇒金融機関（信用金庫・信用組合）との連携を継続するほか、地方銀行と連携した取組み

を実施 

 

＜次代を担う高度技術人材の裾野の拡大＞ 

（課題） 

・将来の本県のものづくり産業を担う人材の確保に向けた、小中学生に対する「ものづくり」

への興味関心の醸成 

 

（対応） 

・将来のものづくり人材の確保 

  ⇒県、教育機関、商工団体、企業等の連携による県内の少年少女発明クラブの活動支援及

び空白地域への新設支援 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

山形の未来を担

う産業人材創出

事業費（再掲）  

28,091 

(28,291) 

新規 

見直し 

継続 

・将来の山形の産業を担う子ども達の

育成に向けた少年少女発明クラブへ

の活動支援、コワーキングスペース

のネットワーク化、本県産業に活力

を生み出すスタートアップ（創業）

人材の育成、県内企業の採用活動の

人材確保策に対する支援等 

８ 
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プロフェッショ

ナル人材戦略推

進事業費（再

掲） 

36,070 

(36,070) 

新規 

見直し 

継続 

・県内企業の成長戦略を実現するプロ

フェッショナル人材及び副業・兼業

人材のニーズの掘り起こし、企業と

のマッチング支援、人材受入れ企業

への紹介手数料及び副業・兼業人材

の旅費助成 

８ 

計 64,161 

(64,361) 

  
 

     
 

⑬ 起業家・スタートアップ企業の創出 
 

ＫＰＩ 

県の支援による創業件数 

 基準値（令和元年度）： 67件 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 70件 70件 70件 70件 70件 

実績値 73件 62件    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜スタートアップ企業への支援の充実＞ 

（課題） 

・本県産業を牽引する中核的なビジネスの創出 

・新たなビジネスの創出や新規創業は容易に生み出されるものではないため、それらを生み出

す仕掛けが必要 

・人口減少に伴う地域課題が顕在化しているが、ビジネスを通して課題解決に取り組むには、

採算性確保等の面で困難 

・地域の役に立つことを求める若者の意欲を創業に結びつける支援体制が不足 

 

（対応） 

・スタートアップ支援チームによる人材発掘、スタートアップ支援 

⇒産学官金連携による支援 

・スタートアップへの事業化への支援 

 ⇒補助金等による支援 

・新ビジネス創出の拠点施設「スタートアップステーション・ジョージ山形」に、プロジェク

トメンバーによる伴走支援の体制を構築 

・官民連携協働による手法（コレクティブ・インパクト）を用いて、地域課題の選定、分析・

検証、ビジネス化の検討を実施 

・ビジネス化や、ビジネス展開に向けた実証実験に結び付いた事例をモデルとして蓄積し、県

内各地に展開 

 

＜子どもや若者等の起業家精神育成・学習機会の充実＞ 

（課題） 

・本県の地域経済を支え、大半を占める中小企業・小規模事業者が減少しているため、地域の

担い手を継続的に生み出す取組みが必要 

 

（対応） 

・将来の科学技術等を担い、起業等により地域経済を支える人材の育成 

⇒慶應先端研による研究助手・特別研修生制度など高校生を積極的に研究や実験に参加さ

せる取組みへの支援 
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・子どもや若者等への創業やスタートアップの啓発 

⇒民間が実施する起業家のマインドを醸成する取組みの側面支援を実施（再掲） 

・若者が創業の相談をしやすい環境の整備 

  ⇒起業・創業支援のワンストップ窓口と県内外の起業家と交流ができるコワーキングスペ

ースを設置（再掲） 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

人材確保・生産

性向上推進事業

費（再掲） 

44,353 

(37,032)  

新規 

見直し 

継続 

・若者や女性、高齢者、障がい者等の

多様な人材と企業とのマッチング支

援、県内企業の生産性を向上するた

めのロボット技術者養成の強化 

８ 

山形の未来を担

う産業人材創出

事業費（再掲） 

28,091 

(28,291) 

新規 

見直し 

継続 

・将来の山形の産業を担う子ども達の

育成に向けた少年少女発明クラブへ

の活動支援、コワーキングスペース

のネットワーク化、本県産業に活力

を生み出すスタートアップ（創業）

人材の育成、県内企業の採用活動の

人材確保策に対する支援等 

８ 

創業支援センタ

ー設置事業（再

掲） 

33,582 

(34,686) 

新規 

見直し 

継続 

・霞城セントラルに開設した「スター

トアップステーション・ジョージ山

形」の運営 

８ 

創業者・小規模

事業者総合応援

事業費（再掲） 

59,420 

(59,420) 

新規 

見直し 

継続 

・女性、ＵＩターン希望者、新型コロ

ナの影響を受けたリスタート希望者

などによる創業の促進、小規模事業

者の経営基盤強化への支援 

８ 

新ビジネス創出

加速化事業費 

30,488 

(－) 

 

新規 

見直し 

継続 

・「スタートアップステーション・ジョ

ージ山形」を中心に、地域課題解決

型ビジネスのモデルを創出 

８ 

山形県産業創造

支援センター運

営事業費 

11,324 

(11,325)  

新規 

見直し 

継続 

・情報化・デザイン関連産業振興、新

規創業、新分野進出を支援する産業

創造支援センターの管理運営 

８ 

計 207,258 

(170,754) 
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 (6) 地域産業の振興・活性化と中小企業等の成長・発展【３－２】 

 

  

目標指標 

製造業付加価値額 

 

基準値（平成29年）：1兆1,212億円 

直近値（令和元年）：1兆 785億円 

目標値（令和６年）：1兆4,000億円 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

⑭ 競争力のあるものづくり産業群の形成  
 

ＫＰＩ 

工業技術センターによる技術移転件数 

 基準値（平成 30年度）： 52件 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 60件 60件 60件 60件 60件 

実績値 94件 93件    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜個々の企業の技術・経営基盤の強化と企業間ネットワークの形成促進＞ 

（課題） 

・企業間の相互交流や地域での共同受注の体制整備と、体制を整備した企業グループが実際に

仕事を受けることが必要 

・県産農産物や県産木材に新たな価値を付加する技術や製品の開発の促進が必要 

・中小企業・小規模事業者は経営基盤や組織体制が脆弱であることから、支援機関による連携

した支援が必要 

 

（対応） 

・共同受注に向けた成功事例の創出 

  ⇒共同受注の体制整備及び受注活動に対する助成 

・技術開発・製品開発に対する助成 

  ⇒やまがた産業技術振興基金による助成金交付事業（研究開発支援事業）による支援など 

・「中小企業トータルサポート体制」による中小企業等の経営全般への支援 

⇒商工会・商工会議所、中小企業団体中央会、企業振興公社等による支援の強化 

 

＜デザインを活用した価値創出＞ 

（課題） 

・経営者のデザインに対する理解が必要 

・企業の製品企画力、マーケティング力の向上が必要 

 

（対応） 

・経営者や開発責任者のデザインに対する理解力の深化 

  ⇒「アフターコロナ：次の一手」をテーマにデザイン思考による企業の課題解決のための

ワークショップの開催 

  ⇒山形エクセレントデザイン展の開催 

・企業のデザイン力の強化 
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  ⇒東北芸術工科大学の有する人材、知識を活用した製品開発の推進 

  ⇒製品の販路開拓及びブラッシュアップの手法に関するワークショップ等の開催 

 

＜中小企業・小規模事業所の事業継続＞ 

（課題） 

・従業員が少ない中小企業・小規模事業所において、従業員が新型コロナウイルス感染症の感

染者又は濃厚接触者となった場合、他の従業員が安心して出勤できないため事業継続が困難 

 

（対応） 

・新型コロナウイルス感染症の感染者又は濃厚接触者が発生した中小企業・小規模事業所にお

いて、他の従業員が安心して出勤できるように、抗原検査キットを配布し、事業継続を支援 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

ポストコロナ中

小企業パワーア

ップ事業費（基

金事業含む） 

597,163 

(253,788) 

新規 

見直し 

継続 

・中小企業等が行うデジタル化や脱

炭素化、新分野展開、事業・業態転

換など経営力強化への取組みに対

する「中小企業パワーアップ補助

金」による支援、中小企業等の経営

改善に向けた伴走型の支援、県内で

活躍するデジタルものづくり人材

の育成による県内企業のＡＩ活用

の促進等 

９ 

中小企業等経営

改善支援事業 

7,872 

(7,872) 

新規 

見直し 

継続 

・コロナ禍における中小企業等の経

営改善のため、商工会議所及び商工

会へ支援員を配置 
８ 

小規模事業対策

費 

1,148,620 

(1,147,957)  

新規 

見直し 

継続 

・商工会議所、商工会等が行う県内小

規模事業者の経営改善に向けた相

談・指導の体制整備や事業に要する

経費への助成 

８ 

連携組織対策費 124,809 

(130,068)  

新規 

見直し 

継続 

・山形県中小企業団体中央会が実施

する事業協同組合等の連携組織に

対する指導やセミナー開催などの

経費への助成 

８ 

経営基盤強化体

制整備事業費 

34,263 

(34,263) 

新規 

見直し 

継続 

・(公財)山形県企業振興公社に経営

支援アドバイザー、専門支援コーデ

ィネーターを配置する等、県内企業

の経営課題の解決と発展・成長を支

援 

８ 

中小企業等経営

革新支援事業費 

584 

(861)  

新規 

見直し 

継続 

・（公財）山形県企業振興公社が実施

する経営革新計画に係る相談受付

や計画書作成支援などの経費への

助成 

８ 

地域コーディネ

ーター設置事業

費 

47,831 

(47,825) 

新規 

見直し 

継続 

・中小企業の地域の身近な窓口であ

る総合支庁への地域コーディネー

ターの配置、支援施策ガイドブック

の作成 

８ 

工業技術力整備

機械貸与助成事

90,477 

(93,268) 

新規 

見直し 

・(公財)山形県企業振興公社が実施

する県内の中小企業を対象とした
８ 

うち 2補 455,701 

基金    50,000 
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業費 継続 設備貸与事業に対する原資貸付 

若手チャレンジ

研究事業 

1,000 

(1,000) 

新規 

見直し 

継続 

・県試験研究機関の若手研究者に、地

域の課題に対応した先導的分野や

分野融合の研究に取り組む機会を

与えるとともに実用化を見据えた

研究力の向上を推進 

９ 

中小企業販路開

拓促進事業費

（再掲） 

31,841 

(23,987) 

新規 

見直し 

継続 

・全国規模の展示商談会への出展や、

県内に取引推進員、首都圏に発注開

拓推進員を配置し、県内企業の販路

開拓支援を行うほか、企業グループ

が共同受注を行うための経費を助

成 

８ 

デザイン振興事

業費 

5,034 

(6,510) 

新規 

見直し 

継続 

・山形エクセレントデザイン展の開

催を中心とした優れたデザイン製

品の販路開拓支援、芸工大と県内企

業によるデザイン思考を取り入れ

たワークショップの開催 

９ 

コロナ禍におけ

る中小企業等事

業継続支援事業 

38,000 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

・新型コロナの感染者等が確認され

た中小企業の事業継続を支援する

ため、抗原検査キットを配布 
８ 

計 2,127,494 

(1,747,399) 

  
 

     
 

⑮ 地域をマーケットとして雇用創出と所得循環を担う産業の振興 

 

ＫＰＩ 

県の支援による商業・サービス業の新事業創出数 

 基準値（平成 30年度）： 11件 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 15件 16件 
17件 

(60件) 

18件 

(65件) 

20件 

(70件) 

実績値 15件 44件    

 ※ 括弧書きは、第４次山形県総合発展計画実施計画に掲げた指標を上回る独自の指標 

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜サービス産業の生産性向上＞ 

（課題） 

・中小企業・小規模事業者は経営基盤や組織体制が脆弱であるため生産性向上に資する設備投

資や経営改善等についての支援が必要 

・ポストコロナを見据えて、県内中小企業・小規模事業者の経営力等のパワーアップによる県

内経済の活性化を図ることが必要（再掲） 

 

（対応） 

・設備投資等のための支援の充実 

  ⇒生産性の向上に資する優れた設備投資への補助や低利融資、専門家派遣等への支援の充  

   実 

・ポストコロナに向けた中小企業のデジタル化などのイノベーション創出支援（再掲） 
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＜新たなビジネスの創出＞ 

（課題） 

・インターネット通信販売の拡大などの商業形態の多様化や、新型コロナウイルスによる商業

を取り巻く環境の変化により、地域を支える商業者の経営力が低下 

・中心市街地の賑わいを創出するため、空き店舗を活用した若者や女性への起業支援を進めて

いくことが必要 

 

（対応） 

・地域を支える商業者の経営力強化に向けた取組みの推進 

⇒コロナ禍において移動販売や宅配事業への需要が高まっていることから、市町村とも連

携し、買物困難者対策に取り組む商業者への支援を強化 

・中心市街地の空き店舗での創業支援の充実 

⇒やまがたチャレンジ創業応援事業において、「中心市街地空き店舗活用型」の加算による

創業支援を実施 

 

＜地域経済の景気浮揚策＞ 

（課題） 

・新型コロナウイルス感染症による地域経済への影響が長期化 

・原油価格及び物価の高騰により、多くの事業者が影響を受けており支援が必要 

 

（対応） 

・市町村が取り組むプレミアム商品券等発行事業に対する助成 

・長引くコロナの影響に加え、原油価格・物価高騰の影響を受けている中小企業・小規模事業

所に対する緊急支援給付金の支給 

・燃油価格高騰の影響を直接受ける運送事業者に対する給付金の支給 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

ポストコロナ

中小企業パワ

ーアップ事業

費（基金事業

含む） 

597,163 

(253,788) 

新規 

見直し 

継続 

・中小企業等が行うデジタル化や脱炭

素化、新分野展開、事業・業態転換

など経営力強化への取組みに対す

る「中小企業パワーアップ補助金」

による支援、中小企業等の経営改善

に向けた伴走型の支援、県内で活躍

するデジタルものづくり人材の育

成による県内企業のＡＩ活用の促

進等 

９ 

小規模事業対

策費（再掲） 

1,148,620 

(1,147,957)  

新規 

見直し 

継続 

・商工会議所、商工会等が行う県内小

規模事業者の経営改善に向けた相

談・指導の体制整備や事業に要する

経費への助成 

８ 

連携組織対策

費（再掲） 

124,809 

(130,068)  

新規 

見直し 

継続 

・山形県中小企業団体中央会が実施す

る事業協同組合等の連携組織に対

する指導やセミナー開催などの経

費への助成 

８ 

創業者・小規

模事業者総合

応援事業費

（再掲） 

59,420 

(59,420) 

新規 

見直し 

継続 

・女性、ＵＩターン希望者、新型コロ

ナの影響を受けたリスタート希望

者などによる創業の促進、小規模事

業者の経営基盤強化への支援 

８ 

うち 2補 455,701 

基金    50,000 
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地域課題解決

型創業支援事

業 

6,407 

(6,814) 

新規 

見直し 

継続 

・地域社会が抱える課題の解決に資す

る創業への支援 ８ 

賑わいのある

商店街づくり

推進事業費

（再掲） 

6,731 

(4,012) 

新規 

見直し 

継続 

・中心市街地・商店街の活性化に向け

た取組みに対する市町村と連携し

た支援 
８ 

地域消費喚起

推進事業費 

1,581,609 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

・市町村が消費喚起のために実施する

プレミアム商品券等の発行事業へ

の支援 

８ 

運送事業者原

油価格高騰支

援事業費 

670,000 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

・燃料油価格の高騰により経営に悪影

響が出ている運送事業者に対して

給付金を支給 

８ 

原油価格・物

価高騰緊急支

援事業費 

2,070,599 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

・長引くコロナの影響に加え、原油価

格及び物価の高騰による経費の増

により影響を受けた中小企業・小規

模事業者に対して給付金を支給 

８ 

計 6,265,358 

(1,602,059) 

  
 

     
 

⑯ 広域的なマーケットの開拓  

 

ＫＰＩ 

県産品ポータルサイト「いいもの山形」掲載生産者数 

 基準値（平成 30年度）： 24者 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 30者 36者 42者 48者 54者 

実績値 56者 60者    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜県産品のブランドイメージの向上・定着＞ 

（課題） 

・コロナ禍において、アンテナショップ｢おいしい山形プラザ｣の来客数は伸びにくい状態にあ

るため、県産品の更なる魅力発信及びブランド力向上を図りつつ、より効果的に情報を発信

することが必要 

・アンテナショップでのイベント等は、コロナ禍において容易に実施できるものではないが、

感染防止対策を講じながら、来客数及び売上の増加につながるような取組みが必要 

・県産品の販路拡大や観光誘客の上で、有望かつ極めて大きなマーケットである関西圏に対し

て、本県のより一層の認知度向上や積極的な情報発信に取り組むことが必要 

・県産酒の更なるブランド力の向上と県産酒を中心とする県産品全体の取引拡大を図ることが

必要 

・さらなる県産品の販路拡大と生産者による主体的な取組みを推進するために、ブランドイメ

ージの定着に向けた継続的な情報発信が必要 

 

（対応） 

・アンテナショップの情報受発信拠点としての機能を拡充 

⇒ポストコロナを見据え、少しずつキャンペーン等を再開するとともに、店頭イベントコ

ーナーを活用した「山形らしさ」や季節感を伝える商品の展開や、ＳＮＳを活用したタ
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イムリーな商品情報の発信等、運営面の工夫を強化 

⇒アンテナショップのＥコマースサイトを新たに開設 

・アンテナショップのトライアル販売を継続 

⇒アンテナショップで県内企業の商品を一定期間販売し、首都圏消費者のニーズ等をフィ

ードバックし、県内企業の売れる商品作りを支援するトライアル販売を継続し、県産品

の首都圏における販路拡大を支援 

・関西圏における本県の更なる認知度向上と観光誘客の強化 

  ⇒集客力の高い商業地等で、期間限定のアンテナショップを出店 

・国内外での情報発信の強化 

⇒新たな販路開拓に向け、バイヤーの招へいや酒関連製品までを含めた展示商談会等を実

施 

⇒コロナ禍においても底堅い個人消費を一層拡大するため、県産酒ファン開拓を促進する

インフルエンサーを養成 

・ポータルサイトを核とした継続的な情報発信・需要創出 

  ⇒ポータルサイト魅力増進に資するコンテンツの充実や SNS等を活用した情報の発信 

 

＜国内外への販売網の構築＞ 

（課題） 

・物産展等が中止・延期となっている中、伝統的工芸品や地場産業製品などについて、新型コ

ロナウイルスの感染状況に左右されない販売機会の確保が必要 

・県内企業の取引拡大に向けては、多様な受発注機会の創出が必要 

 

（対応） 

・クラウドファンディングを活用した販路開拓・拡大 

⇒クラウドファンディングを活用して商品開発の資金調達や販路開拓を図る事業者に対

する支援 

・県内企業の発注開拓支援 

⇒広域商談会の開催、取引推進員（県内）及び発注開拓推進員（首都圏）等による販路開

拓支援 

 

＜県産品の輸出拡大＞ 

（課題） 

・貿易摩擦や新型コロナウイルスの感染拡大などによる経済情勢の悪化が進む中で、各国・地

域のニーズに適した県産品の販路開拓・拡大を図ることが必要 

・中国や欧米等のＥＣ市場をターゲットとして越境ＥＣ事業に取り組む県内企業に対し、販路

開拓と継続取引につながる支援が必要 

・酒田港のコンテナ貨物について、新型コロナウイルスの影響や、輸出先国での販売状況の変

化によって全体の貨物量が変動しているため、安定的な貨物量の確保が必要 

 

（対応） 

・重点地域を中心とした県産品の輸出拡大 

⇒第２次山形県国際戦略において重点地域と位置付けた台湾、中国、香港、韓国及びＡＳ

ＥＡＮを中心に、信頼関係を構築してきた海外パートナーとの連携による県産品の輸出

拡大 

・越境ＥＣ市場への参入支援 

⇒県内企業と越境ＥＣバイヤーとのオンライン商談会等を開催し、海外ＥＣ市場への販路

を開拓 

・酒田港利用拡大等に向けたポートセールスの展開 

⇒県内外の企業に対し、港湾機能の強化の状況やコンテナ航路の利用に対する助成等をア

ピールしながら、官民一体となった酒田港のポートセールスを展開 

⇒酒田港の国際定期コンテナ航路の運航会社に対し、地域を挙げたポートセールス活動状
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況等をアピールしながら、航路の利便性向上を働きかけ 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

中小企業取引支

援対策事業費

（再掲） 

8,368 

(10,130) 

新規 

見直し 

継続 

・取引あっせんや商談会（web商談会含

む）開催等による中小企業の取引拡

大への支援 
８ 

中小企業販路開

拓事業費（再

掲） 

31,841 

(23,987) 

新規 

見直し 

継続 

・全国規模の展示商談会への出展や、

県内に取引推進員、首都圏に発注開

拓推進員を配置し、県内企業の販路

開拓支援を行うほか、企業グループ

が共同受注を行うための経費を助成 

８ 

ものづくり産業

新活力創出事業

費（再掲） 

48,297 

(45,513) 

新規 

見直し 

継続 

・新型コロナの影響等を踏まえたオン

ライン商談等による取引拡大支援や

販路開拓を強化するための展示会出

展への支援、医療、ロボット、環境・

エネルギーなどの成長期待分野への

進出支援 

８ 

山形県の物産展

開催事業費 

7,500 

(7,500) 

新規 

見直し 

継続 

・全国主要都市における｢観光と物産

展｣の開催 ９ 

「日本一美酒県

山形」推進プロ

ジェクト事業費 

7,830 

(11,330) 

新規 

見直し 

継続 

・県産酒を中心に食や伝統工芸、観光

資源など県産品等を総合的にＰＲす

る展示商談会｢日本一美酒県 山形｣

フェアの開催等 

８ 

アンテナショッ

プ管理運営事業

費 

112,088 

(111,772) 

新規 

見直し 

継続 

・アンテナショップの管理運営 

８ 

アンテナショッ

プ機能強化事業

費 

1,511 

(1,401) 

新規 

見直し 

継続 

・アンテナショップにおけるトライア

ル販売や電子看板の運用等 ８ 

山形ファンクラ

ブ活用推進事業

費 

10,400 

(10,400) 

新規 

見直し 

継続 

・首都圏等をターゲットとした山形フ

ァンの拡大と本県の旬な情報の発信 ８ 

山形県産品愛用

運動推進事業費 

2,145 

(2,145) 

新規 

見直し 

継続 

・県産品の認知度向上や県民への普及

啓発活動による県産品愛用運動の一

層の定着促進 

８ 

伝統工芸品販路

開拓事業費 

7,870 

(5,447) 

新規 

見直し 

継続 

・大学との連携による訴求力のある製

品開発、地場産業・伝統工芸品産業

への就業体験プログラムの実施、ク

ラウドファンディングを活用した販

路開拓及び商品開発への支援 

８ 

届けよう山形の

魅力プロジェク

ト事業費 

51,044 

(20,285) 

新規 

見直し 

継続 

・県産品のブランドコンセプトを活か

した情報発信や実売拡大に向けたし

くみづくり、アンテナショップ「お

いしい山形プラザ」のＥＣサイト開

設等 

８ 
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県産品輸出戦略

事業費 

31,660 

(30,250) 

新規 

見直し 

継続 

・台湾、中国、香港、韓国、ＡＳＥＡＮ

地域などへの県産品輸出に向けた商

談会及び販売プロモーションの開

催、並びに県内事業者の越境ＥＣ（海

外向けＥコマース）への取組みを促

進するための海外ＥＣバイヤーとの

商談等の実施 

８ 

経済国際化推進

体制整備事業費 

23,013 

(22,553) 

新規 

見直し 

継続 

・海外取引の支援、県産品輸出拡大の

支援強化を図るための推進体制等の

充実 

８ 

酒田港国際物流

拠点化推進事業

費 

16,590 

(18,070) 

新規 

見直し 

継続 

・酒田港利用拡大に向けたポートセー

ルスの実施、及びコンテナ航路の利

用に対する助成 

９ 

県産工芸品海外

テストマーケテ

ィング事業費 

8,280 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

・テストマーケティングの実施による

県産工芸品の魅力向上と海外販路の

開拓 

８ 

計 368,437 

(320,783) 
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⑰ 企業の持続的発展に必要な人材の確保、円滑な事業承継の促進  

ＫＰＩ  

社会保険労務士等の専門人材等の派遣企業数（累計） 

 基準値（令和元年度）： 550社 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 750社 950社 1,150社 1,350社 1,550社 

実績値 750社 950社    

県の支援による県内企業の事業承継マッチング数 

 基準値（令和元年度）： 14件 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 19件 19件 19件 19件 19件 

実績値 9件 28件    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜働きやすい職場環境の整備＞ 

（課題） 

・少子化が進み労働人口が減少する中、企業が持続的発展をしていくには、働き方改革の普及

促進が必要 

 

（対応） 

・柔軟な働き方・女性が働きやすい職場環境づくりに関する企業の優良事例等情報発信の強化 

  ⇒ホームページ「ＷＥＢ労働やまがた」や労働学院の開催等による普及・啓発 

・職場環境の改善を目指す企業への相談支援の充実 

  ⇒職場環境改善アドバイザーの派遣 

・正社員化や処遇改善、特に女性の正社員化や賃金向上に向けた支援の充実（再掲） 

  ⇒非正規雇用労働者の正社員化や賃金引上げを行った事業者に対する支援金の支給（再

掲） 

 

＜新たな事業展開に結びつく事業承継の促進＞ 

（課題） 

・事業承継の経営者の気づきにつながる「事業承継診断」は進んでいるが、円滑な事業承継を

するためには個別のマッチング支援が必要 

・経営者が高齢化する中、後継者不在の企業が多く存在 

 

（対応） 

・事業承継推進体制の強化、創業希望者と後継者不在企業とのマッチング 

  ⇒事業承継・引継ぎ支援センターによる事業承継診断から個別支援への連携を強化 

  ⇒後継者バンクによる創業希望者と後継者不在企業とのマッチングを支援 

 

＜小規模事業者が持つ機能の承継の促進＞ 

（課題） 

・地場産業・伝統的工芸品産業における生産者は年々減少し、本県の伝統的技術・技法の継承

は危機的状況にあり、後継者の育成が必要 

・事業承継を進めていくため、関係機関がさらに情報共有を図り連携していくことが必要 

 

（対応） 

・地場産業・伝統工芸品産業における後継者の確保 
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⇒全国のものづくり・工芸系大学に通う学生等を対象とした地場産業・伝統的工芸品産業

の就業体験プログラムの実施 

・関係機関との連携による事業承継の推進 

  ⇒事業承継ネットワークの構成機関との連携によるセミナー開催等により、事業承継をさ

らに推進 

 

＜中小企業・小規模事業者の持続化のための資金繰り支援＞ 

（課題） 

・新型コロナの影響が長期化している状況下、ウィズコロナ・ポストコロナを見据えた資金繰

り支援に加え、喫緊の課題である脱炭素化やＤＸ推進への対応が必要 

 

（対応） 

・商工業振興資金による支援 

  ⇒新型コロナの影響を受けて資金繰りが厳しい事業者に対応した既往債務の借換を可能 

とする新たな資金の創設、カーポンニュートラルへの取組みの推進のための資金の創設 

   及び既存資金におけるＤＸ推進の明文化等、商工業振興資金の強化・充実 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

人材確保・生

産性向上推進

事業費（再

掲） 

44,353 

(37,032) 

新規 

見直し 

継続 

・若者や女性、高齢者、障がい者等の

多様な人材と企業とのマッチング

支援、県内企業の生産性を向上する

ためのロボット技術者養成の強化 

８ 

商工業振興資

金融資事業費

（再掲） 

113,213,033 

(123,554,067) 

新規 

見直し 

継続 

・中小企業者の経営の安定と競争力の

強化のため商工業振興資金融資制

度の運営 

・取扱金融機関への原資貸付 

８ 

地場産業活性

化総合支援事

業費 

8,815 

(10,465) 

新規 

見直し 

継続 

・地場産業の産地組合や国指定伝統的

工芸品の産地組合が取組む、需要開

発や後継者育成事業に対する支援

の実施 

８ 

伝統工芸品販

路開拓事業費

(再掲) 

7,870 

(5,447) 

新規 

見直し 

継続 

・大学との連携による訴求力のある製

品開発、地場産業・伝統工芸品産業

への就業体験プログラムの実施、ク

ラウドファンディングを活用した

販路開拓及び商品開発への支援 

８ 

生活あんしん

ネットやまが

た事業費 

7,912 

(7,912) 

新規 

見直し 

継続 

・労働者等からの福祉や生活に関する

相談受付や就労支援を行う生活あ

んしんネットやまがたの運営 

８ 

就業環境改善

促進事業費 

5,933 

(5,933) 

新規 

見直し 

継続 

・職場環境改善アドバイザーの派遣に

よる柔軟な働き方の導入、女性労働

者の職場環境改善に向けた普及啓

発 

８ 

女性の賃金向

上推進事業費

（再掲） 

67,115 

(120,370) 

新規 

見直し 

継続 

・非正規雇用労働者の賃金引上げ及び

正社員転換に対する支援金の支給、

学生と若手社員の本音トーク、女子

学生向け職種図鑑の作成、企業訪問

バスツアーの開催等 

８ 
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事業承継・引

継ぎ支援セン

ターの設置 

 新規 

見直し 

継続 

・事業承継・引継ぎ支援センターの運

営、経営者の早期の気づきの促進

（事業承継診断、セミナー開催等）

から個社支援（承継計画の策定、後

継者育成塾の開催等）まで切れ目の

ない支援を実施（ゼロ予算事業） 

※国から企業振興公社への委託事業  

８ 

計 113,355,031 

(123,741,226) 

  
 

     
 

  



35 

 

 

 
 

(7) 総合的な少子化対策の新展開【４－５】 

 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑱ 若い年齢での結婚の希望の実現を後押しする取組みの強化  
 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜経済的基盤の安定化や新生活への支援の充実＞ 

（課題） 

・非正規雇用労働者の正社員化や同一労働同一賃金の実現による非正規雇用労働者の処遇改善

が必要（再掲） 

 

（対応） 

・正社員化や処遇改善、特に女性の正社員化や賃金向上に向けた支援の充実（再掲） 

  ⇒非正規雇用労働者の正社員化や賃金引上げを行った事業者に対する支援金の支給（再

掲） 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

女性の賃金向上

推進事業費（再

掲） 

67,115 

(120,370) 

新規 

見直し 

継続 

非正規雇用労働者の賃金引上げ及び正

社員転換に対する支援金の支給、学生

と若手社員の本音トーク、女子学生向

け職種図鑑の作成、企業訪問バスツア

ーの開催等 

16 

計 67,115 

(120,370) 

  
 

     
 

⑲ 出生数増加の鍵となる若者の定着・回帰の促進【⑤の再掲】  
 

ＫＰＩ 

県内新規高卒者の県内就職割合（再掲） 

 基準値（平成 30年度）： 77.9% 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 79.3% 80.0% 80.6% 81.3% 82.0% 

実績値 
80.0% 

(R3.3 月卒) 

(直近値) 
―    

  

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 ３ 
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ＫＰＩ 

県内大学・短期大学等卒業者の県内就職割合（再掲） 

 基準値（平成 30年度）： 36.1% 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 37.4% 38.1% 38.7% 39.4% 40.0% 

実績値 37.4% 36.2%    

就職支援サイトのアクセス件数 （セッション）（再掲） 

 基準値（平成 30年度）： 49,434件 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 50,000件 50,500件 51,000件 51,500件 52,000件 

実績値 76,462件 103,116件    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜学生目線に立った訴求力のある情報の発信＞ 

（課題） 

・県内企業において学生への訴求力を高めて採用力を強化するための支援が必要（再掲） 

・学生と年齢の近い若手社員から会社のリアルな情報を聞くことが重要（再掲） 

・県内で就職先を探す際の企業の検索方法や、自己分析の重要性等を学ぶ機会の提供が必要（再

掲） 

・大学１・２年生など早い時期から企業とつながる機会が必要（再掲） 

 

（対応） 

・新卒者等の採用に向けた新たな取組みを行う県内の中小企業・小規模事業者を支援 

  ⇒山形県中小企業採用活動支援事業費補助金による助成（再掲） 

・概ね採用から５年程度の県内企業の若手社員と学生等の本音トークを開催（オンライン）（再

掲） 

・学生生活・就職活動等で学生が興味を持つテーマでの知見提供（講義）とそれに関するトー

クセッションを開催（オンライン）（再掲） 

・女子学生に、県内企業に自分の専門性を活かせる企業があることを知ってもらうため、文系・

理系別・専門科目別に、学んだ知識を活かせる職種を有する県内企業を紹介する職種図鑑を

作成し、県内大学等の１年生、２年生（全員）に冊子で配布するとともに、県ホームページ

で情報発信（再掲） 

・女子学生を対象とした企業訪問バスツアーの開催（再掲） 

 

＜県外進学者等に対する継続的な情報発信＞ 

（課題） 

・県外の大学等に進学する学生に対し、県内企業の情報を発信することが必要（再掲） 

・新型コロナのまん延状況に対応した情報発信が必要（再掲） 

 

（対応） 

・県外の大学等に進学した学生に対する就職ガイダンス等の情報を発信するほか、県内企業の

合同説明会を、新型コロナの状況を注視しながら首都圏又はオンラインで実施（再掲） 

 

＜県内企業におけるインターンシップの受入れ促進＞ 

（課題） 

・インターンシップの取組みの熟度に差があるため、熟度に応じた支援が必要（再掲） 
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（対応） 

・従来実施してきた企業向けセミナーを廃止し、インターンシップ受入支援のフォローアップ

などを実施（再掲） 

 

＜大卒者等の専門・高度な知識や能力を活かせる就業の場の拡大＞ 

（課題） 

・大学、高等専門学校の卒業者の大部分が県外に就職（再掲） 

 

（対応） 

・企業誘致活動の推進 

⇒若者や女性、Ｕターン者、大卒者等の受け皿となる企業の本社機能・研究開発機能やソ

フト産業（ソフトウェア業やデザイン業等）等に対する積極的な誘致活動の展開（再掲） 

 

 

＜若者や女性等の志向に応じた就業の場の拡大＞ 

（課題） 

・コロナ禍にあって、商店街の活性化が停滞しており、リモートなどによる新たな仕組みの構

築やｅコマースなどの積極的活用が必要（再掲） 

・コロナ禍にあっても、まちづくりに取り組んでいる若者や女性もおり、引き続き意識啓発が

必要（再掲） 

 

（対応） 

・市町村が実施する、これからの商店街やまちづくりを担う若者の人材育成や参加者同士のネ

ットワークの形成を図る事業への支援（再掲） 

 

＜良質な就業環境づくり＞ 

（課題） 

・非正規雇用労働者の正社員化や同一労働同一賃金の実現による非正規雇用労働者の処遇改善

が必要（再掲） 

・新卒者等の早期離職を防止し、職場に定着する支援が必要（再掲） 

 

（対応） 

・正社員化や処遇改善、特に女性の正社員化や賃金向上に向けた支援の充実（再掲） 

  ⇒非正規雇用労働者の正社員化や賃金引上げを行った事業者に対する支援金の支給（再

掲） 

・新卒者等の早期離職を防止するため、新卒者等と先輩職員との交流会等を実施（再掲） 

 

＜若者や女性の新しい感性に基づく多様な創業の促進＞ 

（課題） 

・若者や女性のアイデアを磨き上げ、ビジネスプランの作成や事業化に結び付けていくことが

必要（再掲） 

 

（対応） 

・若者や女性の創業希望者が相談しやすい環境の整備（再掲） 

  ⇒起業・創業支援のワンストップ窓口と県内外の起業家と交流ができるコワーキングスペ

ースを設置（再掲） 

 

＜首都圏等からのＵＩターン就職の促進＞ 

（課題） 

・就職活動準備前の学生にアプローチし、早期から山形県に興味・関心をもってもらうことが

必要（再掲） 
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・少子化や大学生を中心とした若者の県外流出等による人口減少が続いており、県内企業の人

材確保が困難（再掲） 

 

（対応） 

・大学１～３年生を対象とした合同企業説明会などを開催（再掲） 

・市町村や産業界との連携による地域を挙げた県内就職支援の展開（再掲） 

  ⇒本県の将来の担い手となる若者の県内回帰・定着を促進するため、市町村・産業界と連

携した奨学金返還支援の実施（再掲） 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

人材確保・生産

性向上推進事業

費（再掲） 

44,353 

(37,032) 

新規 

見直し 

継続 

・若者や女性、高齢者、障がい者等の多

様な人材と企業とのマッチング支

援、県内企業の生産性を向上するた

めのロボット技術者養成の強化 

８ 

山形の未来を担

う産業人材創出

事業費（再掲） 

28,091 

(28,291) 

新規 

見直し 

継続 

・将来の山形の産業を担う子ども達の

育成に向けた少年少女発明クラブへ

の活動支援、コワーキングスペース

のネットワーク化、本県産業に活力

を生み出すスタートアップ（創業）人

材の育成、県内企業の採用活動の人

材確保策に対する支援等 

９ 

創業支援センタ

ー設置事業（再

掲） 

33,582 

(34,686) 

新規 

見直し 

継続 

・霞城セントラルに開設した「スタート

アップステーション・ジョージ山形」

の運営 

８ 

新卒学生向け合

同企業説明会実

施事業（再掲） 

7,229 

(8,099) 

新規 

見直し 

継続 

・大学１～３年生等を対象とした合同

企業説明会の開催等 ８ 

やまがた就職促

進奨学金返還支

援事業（再掲） 

266,850 

(280,017) 

新規 

見直し 

継続 

・本県の将来の担い手となる若者の県

内定着・回帰を図るため奨学金の返

還を支援 
８ 

創業者・小規模

事業者総合応援

事業費（再掲） 

59,420 

(59,420) 

新規 

見直し 

継続 

・女性、ＵＩターン希望者、新型コロナ

の影響を受けたリスタート希望者な

どによる創業の促進、小規模事業者

の経営基盤強化への支援 

８ 

企業投資支援事

業費（再掲） 

3,172 

(1,982) 

新規 

見直し 

継続 

・首都圏等の企業に対し、本県の投資環

境等を PRするセミナーの開催 ８ 

企業誘致連携強

化推進事業費

（再掲） 

2,950 

(2,150) 

新規 

見直し 

継続 

・関係機関等との連携による効率的な

企業誘致の推進 ８ 

企業誘致活動促

進事業費（再

掲） 

7,393 

(5,961) 

新規 

見直し 

継続 

・本県の強みを活かせる分野等での積

極的な誘致活動の展開、誘致企業へ

のフォローアップ 

８ 

企業立地促進事

業費（再掲） 

2,155,902 

(2,051,796) 

新規 

見直し 

継続 

・県外から新たに進出する企業及び県

内企業（製造業、ソフトウェア業、デ

ザイン業等）による設備投資等への

支援 

８ 
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賑わいのある商

店街づくり推進

事業費（再掲） 

6,731 

(4,012) 

新規 

見直し 

継続 

・中心市街地・商店街の活性化に向けた

取組みに対する市町村と連携した支

援 

８ 

若年者ＵＩター

ン人材確保対策

事業費（再掲） 

11,126 

(11,283) 

新規 

見直し 

継続 

・首都圏などに住む若者等に対する就

職相談や県内企業情報の提供等 ８ 

県内定着・回帰

促進事業費（再

掲） 

14,178 

(16,601) 

新規 

見直し 

継続 

・若者の県内定着・回帰に向けた就職情

報サイトの運営、関係機関や首都圏

の大学等と連携した地方創生インタ

ーンシップの推進、新卒者等の早期

離職防止に向けた交流会等の実施等 

８ 

女性の賃金向上

推進事業費（再

掲） 

67,115 

(120,370) 

新規 

見直し 

継続 

・非正規雇用労働者の賃金引上げ及び

正社員転換に対する支援金の支給、

学生と若手社員の本音トーク、女子

学生向け職種図鑑の作成、企業訪問

バスツアーの開催等 

８ 

計 2,708,092 

(2,661,700) 

  
 

     
 

⑳ 子育てと仕事の両立に向けた取組みの強化  

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜働き方の見直しの推進＞ 

（課題） 

・少子化が進み労働人口が減少する中、企業が持続的発展をしていくには、働き方改革の普及

促進が必要（再掲） 

 

（対応） 

・柔軟な働き方・女性が働きやすい職場環境づくりに関する企業の優良事例等情報発信の強化

（再掲） 

  ⇒ホームページ「ＷＥＢ労働やまがた」や労働学院の開催等による普及・啓発（再掲） 

・職場環境の改善を目指す企業への相談支援の充実（再掲） 

  ⇒職場環境改善アドバイザーの派遣（再掲） 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

就業環境改善促

進事業費（再

掲） 

5,933 

(5,933) 

新規 

見直し 

継続 

・職場環境改善アドバイザーの派遣に

よる柔軟な働き方の導入、女性労働

者の職場環境改善等に向けた普及啓

発 

５ 

計 5,933 

(5,933) 
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(8) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 

 

  

目標指標 

正社員割合の全国順位 

 

基準値（平成 29年）  : ２位 

直近値（平成 29年）  : ２位 

目標値（令和６年）  : １位 

目標指標 

高齢者（65歳以上）の有業率 

 

基準値（平成 29年） ： 25.2% 

直近値（平成 29年）  ： 25.2% 

目標値（令和６年）  ： 30.2% 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

○21  一人ひとりの多様な社会参加・就労の促進  
 

ＫＰＩ 

高齢者の新規就業者の掘り起しによる就業者数 

 基準値（年度）： ― 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 100人 100人 100人 100人 100人 

実績値 318人 366人    

障がい者実雇用率の全国順位 

 基準値（平成 30年）： 35位 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 30位以内 25位以内 20位以内 15位以内 10位以内 

実績値 43位 46位    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜女性も男性も活躍できる環境づくり（ウーマノミクスの加速）＞ 

（課題） 

・人材確保のためには、女性が働きやすい職場環境づくりを行い、女性の就業率を向上させる

ことが必要 

 

（対応） 

・女性が働きやすい職場環境を作るために必要な法制度、助成制度、具体的な事例等を紹介す

る企業向けセミナーの実施 

  ⇒女性就業促進セミナーの実施 

・マッチングコーディネーターが県内企業を訪問等し、女性が新規就業する企業の開拓   

や女性が働きやすい環境整備に向けた啓発の実施 

・柔軟な働き方・女性が働きやすい職場環境づくりに関する企業の優良事例等情報発信の強化

（再掲） 

  ⇒ホームページ「ＷＥＢ労働やまがた」や労働学院の開催等による普及・啓発（再掲） 

＜元気な高齢者の活躍の場の拡大＞ 
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（課題） 

・コロナ後の人材不足を解消するために高齢者の能力活用が必要 

 

（対応） 

・高齢者層の労働意欲を喚起することを目的としたセミナーと、高齢者と県内企業のマッチン

グを図る合同企業説明会を開催 

 

＜障がい者がいきいきと暮らせる社会の実現＞ 

（課題） 

・本県民間企業における障がい者実雇用率の全国順位が 46位と低迷 

 

（対応） 

・障がい者雇用に係る実態調査と、企業の理解促進と支援制度の周知などの働きかけを行うた

めのコーディネーターを設置 

 

＜社会参加に困難を有する人の自立促進＞ 

（課題） 

・就職氷河期世代に向けた有効な支援が必要 

 

（対応） 

・地域若者サポートステーションにおいて有効な支援方法を試行し、ノウハウを蓄積 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

人材確保・生産

性向上推進事業

費（再掲） 

44,353 

(37,032) 

新規 

見直し 

継続 

・若者や女性、高齢者、障がい者等の多

様な人材と企業とのマッチング支

援、県内企業の生産性を向上するた

めのロボット技術者養成の強化 

８ 

高年齢者活躍支

援事業費 

13,000 

(16,546) 

新規 

見直し 

継続 

・県シルバー人材センター連合会の運

営や事業に対する支援 ８ 

若者就職支援セ

ンター事業費 

39,942 

(39,998) 

新規 

見直し 

継続 

・若者の就職を在学中から職場定着ま

で一貫して支援する若者就職支援セ

ンターの運営 
８ 

地域若者サポー

トステーション

事業費 

14,212 

(14,233) 

新規 

見直し 

継続 

・ニートなどの若者に対する職業的自

立に向けた支援プログラムの実施 ８ 

トータル・ジョ

ブサポート運営

事業費 

9,557 

(9,702) 

新規 

見直し 

継続 

・県とハローワークが一体的に設置す

る「トータル・ジョブサポート」の運

営 

８ 

障がい者就業応

援事業費 

992 

 (1,013) 

新規 

見直し 

継続 

・障がい者雇用の促進に向けた普及啓

発事業の実施、障がい者職業訓練受

入企業の開拓等 

８ 

計 122,056 

(118,524) 
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○22  外国人の受入環境の整備  

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜留学生等の受入れから定着までの総合的な支援＞ 

（課題） 

・県内大学等の留学生が、本県の魅力や県内企業の技術力等に触れ、就職先として強く関心を

持ってもらうことが必要（再掲） 

 

（対応） 

・県内大学等の留学生を対象に、大学等と連携して、県内企業への訪問や企業説明会など県内

企業との接点を設けながら、留学生と県内企業とのマッチング支援を実施（新型コロナウイ

ルスの状況によっては、オンラインによる説明会の実施も検討）（再掲） 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

海外事業展開戦

略事業費（再

掲） 

2,624 

(2,874) 

新規 

見直し 

継続 

・県内大学等の留学生を対象とする企

業見学会・企業合同説明会の開催 ８ 

計 2,624 

(2,874) 

  
 

    
 

○23  多様な主体による社会的課題の解決に向けた取組みの促進  

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜ボランティア団体やＮＰＯ、企業等の活動の活性化＞ 

（課題） 

・県内の返礼品取扱事業者等、企業活動の活性化を図るため、山形応援寄付金(ふるさと納税)

の増加に取り組むことが必要 

 

（対応） 

・山形応援寄付金(ふるさと納税)の増加 

⇒寄附者のニーズを的確に捉えた返礼品をさらに充実させるとともに、県ならではの返礼

品の情報発信を強化 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

山形応援寄付金

受入事業費（再

掲） 

1,301,440 

(1,008,580) 

新規 

見直し 

継続 

・山形応援寄付金（ふるさと納税）を

通した県産品の知名度向上と販路

拡大 

８ 

計 1,301,440 

(1,008,580) 

  
 

     
 

 

 

 

 

 



43 

 

○24  働き方改革の推進  

 

ＫＰＩ 

年次有給休暇取得日数 

 基準値（平成 30年）：9.3日 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 9.3日 9.3日 9.3日 9.3日 9.3日 

実績値 10.4日 10.4日    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜働きやすい職場環境の整備＞ 

（課題） 

・少子化が進み労働人口が減少する中、企業が持続的発展をしていくには、働き方改革の普及

促進が必要（再掲） 

 

（対応） 

・柔軟な働き方・女性が働きやすい職場環境づくりに関する企業の優良事例等情報発信の強化

（再掲） 

  ⇒ホームページ「ＷＥＢ労働やまがた」や労働学院の開催等による普及・啓発（再掲） 

・職場環境の改善を目指す企業への相談支援の充実（再掲） 

  ⇒職場環境改善アドバイザーの派遣（再掲） 

・正社員化や処遇改善、特に女性の正社員化や賃金向上に向けた支援の充実（再掲） 

  ⇒非正規雇用労働者の正社員化や賃金引上げを行った事業者に対する支援金の支給（再

掲） 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

生活あんしんネ

ットやまがた事

業費（再掲） 

7,912 

(7,912) 

新規 

見直し 

継続 

・労働者等からの福祉や生活に関する

相談受付や就労支援を行う生活あん

しんネットやまがたの運営 
８ 

就業環境改善促

進事業費（再

掲） 

5,933 

(5,933) 

新規 

見直し 

継続 

・職場環境改善アドバイザーの派遣に

よる柔軟な働き方の導入、女性労働

者の職場環境改善等に向けた普及啓

発 

８ 

女性の賃金向上

推進事業費（再

掲） 

67,115 

(120,370) 

新規 

見直し 

継続 

・非正規雇用労働者の賃金引上げ及び

非正規雇用労働者の正社員転換に対

する支援金の支給、学生と若手社員

の本音トーク、女子学生向け職種図

鑑の作成、企業訪問バスツアー等の

開催 

８ 

計 80,960 

(134,215) 
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(9) 国内外の活力を呼び込む多様で重層的な交通ネットワークの形成【５－２】 

 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

○25  国際ネットワークの形成促進  
 

ＫＰＩ 

酒田港の国際定期コンテナ航路貨物量（実入り） 

 基準値（平成 30年）： 25,321 TEU 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 28,500TEU 30,100TEU 31,700TEU 33,300TEU 35,000TEU 

実績値 21,879TEU 18,613TEU    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜酒田港の機能強化＞ 

（課題） 

・酒田港のコンテナ貨物について、新型コロナウイルスの影響や、輸出先国での販売状況の変

化によって全体の貨物量が変動しているため、安定的な貨物量の確保が必要（再掲） 

 

（対応） 

・酒田港利用拡大等に向けたポートセールスの展開（再掲） 

⇒県内外の企業に対し、港湾機能の強化の状況やコンテナ航路の利用に対する助成等をア

ピールしながら、官民一体となった酒田港のポートセールスを展開（再掲） 

⇒酒田港の国際定期コンテナ航路の運航会社に対し、地域を挙げたポートセールス活動状

況等をアピールしながら、航路の利便性向上を働きかけ（再掲） 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

酒田港国際物流

拠点化推進事業

費（再掲） 

16,590 

(18,070) 

新規 

見直し 

継続 

・酒田港利用拡大に向けたポートセー

ルスの実施、及びコンテナ航路の利

用に対する助成 

９ 

計 16,590 

(18,070) 

  
 

     
 

 

 

 

  

未来に向けた発展基盤となる県土の整備・活用【５】 ４ 
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(10) 地域の特性を活かし暮らしを支える活力ある圏域の形成【５－４】 

 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

○26  魅力あるまちづくりの推進  
 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜まちの賑わいの創出＞ 

（課題） 

・中心市街地は「まちの顔」であるが、郊外型大型店やコンビニの増加などにより来街者が減

少し、賑わいが低下 

・個店が経営に追われ商店街の活性化に従事できる人材が不足 

・商店街は身近な地域の商業機能として、県民の生活を支える重要な役割を担っているが、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い買い物客が減少 

 

（対応） 

・中心市街地・商店街活性化への支援 

⇒中心市街地活性化基本計画及び商店街活性化事業計画の策定や策定した計画の事業実

施、地域住民のニーズに対応した取組みを支援 

・新型コロナの感染拡大防止に努めながら商店街が行う消費喚起の取組みへの支援 

  ⇒商店街が取り組む販売促進に係る費用を支援 

 

＜新・生活様式に対応した環境づくり＞ 

（課題） 

・新型コロナウイルスの感染防止の取組みと地域経済の回復の両立のため、県民が安心して飲

食ができる環境づくりが必要 

 

（対応） 

・「山形県新型コロナ対策認証制度」の認証取得のための感染防止対策設備投資を支援 

  ⇒パーティション・アクリル板、二酸化炭素濃度測定器、加湿器等の設備投資を支援 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

新・生活様式対

応支援事業費 

76,653 

(218,700) 

新規 

見直し 

継続 

・「山形県新型コロナ対策認証制度」の

認証取得のため、感染防止対策を講

じるための設備を導入する経費に対

する支援 

11 

商店街振興組合

等組織体制強化

事業費 

1,079 

(1,079) 

新規 

見直し 

継続 

・山形県商店街振興組合連合会が実施

する商店街振興組合の運営指導や研

修事業等に対する支援 
11 

賑わいのある商

店街づくり推進

事業費（再掲） 

6,731 

(4,012) 

新規 

見直し 

継続 

・中心市街地・商店街の活性化に向けた

取組みに対する市町村と連携した支

援 

11 

計 84,463 

(223,791) 
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○27  県を超えた交流連携の推進  

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜多様な分野における近隣県等との交流連携の推進＞ 

（課題） 

・東北における自動車関連産業の集積が進み、取引が活発化する一方、自動車の電動化の進展

により次世代技術等の新たなニーズが求められており、東北が一丸となって自動車関連産業

を振興していくことが必要 

 

（対応） 

・東海地域の自動車メーカー及びサプライヤーに対して、東北６県・北海道・新潟県の企業、 

 大学等が一堂に介し、新たな次世代技術等を中心に紹介する自動車関連技術展示商談会を開 

 催 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

中小企業取引支

援対策事業費

（再掲） 

8,368 

(10,130) 

新規 

見直し 

継続 

・取引あっせんや商談会（web商談会含

む）開催等による中小企業の取引拡

大への支援 
17 

自動車関連産業

集積促進事業費

（再掲） 

15,887 

(19,232) 

新規 

見直し 

継続 

・県内企業の取引拡大に向けた商談会

の開催、自動車メーカーＯＢによる

県内企業への個別指導、次世代自動

車技術への対応等 

17 

ものづくり産業

新活力創出事業

費（再掲） 

48,297 

(45,513) 

新規 

見直し 

継続 

・新型コロナの影響等を踏まえたオン

ライン商談等による取引拡大支援や

販路開拓を強化するための展示会出

展への支援、医療、ロボット、環境・

エネルギーなどの成長期待分野への

進出支援 

17 

計 72,552 

(74,875) 

  
 

    
 

 

 


